
女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画 

 近畿日本鉄道株式会社 

１．計画期間 令和４年４月１日～令和８年３月３１日まで 

 

２．目 標 

 

   

 

  ◆目標１：鉄道運輸部門の採用者に占める女性比率を３０％以上とする。 

       また鉄道技術部門の採用者に占める女性比率を５％以上とする。（以下取組１） 

  ◆目標２：出産した女性に占める育児休業取得率を８０％以上とし、その平均取得期間

を１年以上とする。 

       また配偶者が出産した男性に占める育児休業取得率を１５％以上とし、その平

均取得期間を３ヶ月以上とする。（以下取組２） 

  ◆目標３：鉄道運輸部門の女性助役の登用を推進する。（以下取組３） 

 

３．取組内容と実施時期 

  取組内容１･･･女性の計画的かつ積極的採用 

   令和４年９月～ 採用活動内容検討（課題の洗い出し・施策の検討） 

   令和５年３月～ 広報活動開始（企業説明会等） 

   令和５年６月～ 採用選考活動開始 

 

取組内容２･･･仕事と家庭の両立支援 

【対象：全従業員】 

令和４年９月～ 「仕事と家庭の両立」や「（マタハラ等）ハラスメント」に触れた 

コラムの内容検討・発信 

【対象：管理監督者層（現業職場新任助役）】 

令和５年１月～（毎年開催） 「ダイバーシティ推進研修」の実施（多様性の理解） 

 

取組内容３･･･女性の積極的育成・登用 

【対象：技術部門女性社員（現業職場）】 

令和４年６月～ 技術部門女性社員対象 座談会の実施検討 

令和４年９月～ 座談会の実施（ネットワーク形成・キャリアプラン構築） 

 

【対象：運輸部門女性社員（現業職場）】 

令和４年７月～   先輩女性助役との座談会実施検討 

令和４年１０月～  座談会実施・おしごと見学 

令和４年１１月～  助役登用試験対象者へ受験奨励・促進 

 

採用 定着 育成・登用 



 

（参考） 

 

●採用した労働者に占める女性労働者の割合 

 

令和５年４月入社 近畿日本鉄道（株） 

職種 男性（人） 女性（人） 女性比率（％） 

総合職 ６ ０ ０．０ 

鉄道現業職 ９９ １１ １０．０ 

 （うち運輸部門） ３８ ８ １７．３ 

（うち技術部門） ４９ ２ ３．９ 

契約社員 １２ １ ７．６ 

全体 １０５ １１ ９．４ 

 

●男女別育児休業取得率 

    

事業年度 雇用区分 男性育児休業取得率 女性育児休業取得率 

令和４年度 

正社員 

４４．２％ 

（平均取得期間 

２．７ヵ月） 

９０．９％ 

（平均取得期間 

１５．１ヵ月） 

契約社員 ０．０％ ０．０％ 

 

   ※事業年度については、次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画

と合わせるため、３月３日～翌３月２日としております。 

   ※女性の育休平均取得期間については、2021 年度取得開始者の復業までの平均 

取得期間としております。 

   ※算出式については以下のとおりです。 

     

    

  

 

 

 

 補足：女性は、出産後、産後休暇を挟んで育児休業に入るため、出産日と育児休業取得開

始日に少し間が空きます。出産日と育児休業取得開始日が年度を跨ぐ場合は、それ

ぞれの年度で計算します。 

 

 

 

 

【育児休業取得率（男女別）】

事業年度 雇用区分 男性 女性

正社員 7.4% 92.8%

契約社員 0% 0%

※事業年度については、次世代育成支援（くるみん）行動計画と合わせるため、

　３月３日～翌３月２日とします。

※算出式については、以下の通りです。

　

補足：女性は、出産した後に産後休暇を挟んで育児休業に入るため、出産日と

育児休業取得開始日に少し間が空きます。出産日と育児休業取得開始日が年度を跨ぐ

場合は、それぞれの年度で計算するため、年度数値としては、上記％となりますが、

当社では、これまでのところ、出産した女性社員は、育児休業を完全取得しています。

以上

2019年度

男性
×100

年度内に出産した者の人数
年度内に育児休業取得を開始した者の人数

年度内に配偶者が出産した者の人数
年度内に育児休業取得を開始した者の人数

×100
女性



●男女の賃金の差異 

 男性の賃金に対する女性の賃金の割合 

事業年度 区分 割合 

令和４年度 

全労働者 ５６．５％ 

うち正規労働者 ６２．１％ 

うち非正規労働者 ４４．５％ 

    ※事業年度については、４月１日～翌３月３１日としております。 

※算出式については、女性活躍推進法に基づき以下のとおりとなります。 

  女性の平均年間賃金／男性の平均年間賃金×１００％ 

 

 上記の割合に関する説明 

区分 説明 

全労働者 

平均年齢（女性 34 才、男性 45 才）の差、全労働者のうち非正規雇用

労働者の割合（女性 21％、男性 8％）の差が大きく反映されている。

30 才以下の労働者を対象とした場合は 87.0％となる。 

女性の平均年齢が男性と比較して低い理由は、当社が宿泊を伴う勤務

が中心となっており、平成 11 年まで女性の深夜業が原則禁止されてい

たため、女性の採用数が少なかったことによる影響が大きい。 

うち正規労働者 

平均年齢（女性 30 才、男性 44 才）の差が大きく反映されている。 

30 才以下の労働者を対象とした場合は 89.2％となる。30 才以下の場合

でも差が生じる理由は、両立支援制度（育児休業、育児短時間勤務、

育児短日数勤務等）の利用者比率が女性の方が大きいことが考えられ

る。 

うち非正規労働者 

所定就業時間の差を考慮し、時給制の雇用区分は 0.5 人、週 4日勤務

の雇用区分は 0.8 人で算出している。 

非正規雇用労働者のうち比較的軽易な業務に就く時給・日給制の労働

者の割合（女性 88％、男性 15％）の差、月給制の労働者のうち賃金が

比較的高い 60 才以上の再雇用労働者の割合（女性 3％、男性 64％）の

差が大きく反映されている。 

 

以上 


